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D. 考察 

 介護・福祉まで範囲を広げた情報共有の

あり方を考える上では、医療とは異なり、

急性期病院の電子カルテ上のデータは必要

十分条件ではない。在宅から福祉・介護ま

で視野に入れた場合、受け入れ施設側の対

応能力に合致した患者を選別するための情

報が提示されなければならない。今回、急

性期・回復期間で共有される ADL 情報書式

の検討から、運動・排せつ・食事機能に加

え認知症の程度の把握が重要との結論に至

った。今後、基本情報に加え、介護・福祉

関連施設の現場の意見を集約し、必要度、

利用度の高い共通言語を構築していくべき

であろう。我々が目的とする、医療、介護、

福祉の現場で相互利用可能な共通言語がで

きれば、地域医包括ケアシステムの運用に

とっても強力な武器になり、不可欠なイン

フラになると思われる。 

 

E. 結論 

１） 医療施設と介護・福祉の現場との

情報共有では運動、食事、排せつ機

能と認知症の程度の把握と提示であ

る。 

２） 医療・介護・福祉の現場間の情報

共有が適切にできれば、地域包括ケ

アシステムの強力な武器となり、そ

の運用の必要不可欠なインフラとな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 


